
持分譲渡契約書

　●（以下「売主」という。）、●（以下「買主」という。）及び●（以下「営業者」という。）は、売主と営業者との間で●年●月●日付で締結された別添の「匿名組合契約」（以下「本組合契約」という。）に関して、●年●月●日（以下「本契約締結日」という。）付で、以下のとおり持分譲渡契約書（以下「本契約」という。）を締結する。本契約において用いられる用語の定義は、本契約において定めのある場合を除き、本組合契約に定める意味を有する。

第1条	（契約上の地位の譲渡）

1	売主は、●年●月●日（以下「譲渡日」という。）において、買主に対して、本契約に規定される条件に従い、売主が本組合契約に基づき有する本組合契約上の地位、権利及び義務（以下「本譲渡対象」という。）を一括して譲渡し、買主は、同日、純投資目的で本譲渡対象を譲り受ける。
2	営業者は、前項の譲渡を承諾し、[本契約書の原本における営業者の署名欄に確定日付を付して、かかる本契約の原本を買主に交付するものとする。／本契約の内容を出力した書面に自己の署名又は記名押印を行い、当該書面について確定日付を取得した上で、これを買主に交付するものとする。]なお、確定日付の費用は買主の負担とし、営業者は当該費用の支払いを受けるまで、確定日付を付した書面の交付を拒むことができるものとする。
3	買主は、本契約をもって、売主から買主への本譲渡対象を譲渡した以後は、本組合契約に拘束されることに同意する。
4	本契約の各当事者は、本契約の締結をもって、本約款第[19]条第[1]項に基づく営業者による事前の書面による承諾がなされたことを確認する。

第2条	（譲渡の対価）

1	買主は売主に対して、本譲渡対象の譲渡の対価として金●円を、譲渡日に、売主が買主に対して別途通知する銀行口座に振込入金する方法により支払うものとする。なお、かかる振込に関する手数料は、売主の負担とする。
2	本譲渡対象は、前項の支払いがなされると同時に、売主から買主へ移転する。

第3条	（表明保証）

1	売主は、本契約締結日及び譲渡日において、買主に対して、以下の各号の事項が真実かつ正確であることを表明しかつ保証する。
(1)	本組合契約について、売主に何らの債務不履行事由その他の契約違反事由（表明及び保証の違反を含む。）も発生しておらず、解除事由は存在せず、かつ、これらの事由が生じるおそれはない。
(2)	本組合契約について、売主は何らの損害賠償債務その他の金銭債務を負担していない。
(3)	本譲渡対象に担保権を設定していない。
(4)	破産手続開始、民事再生手続開始その他売主に対し適用ある倒産手続開始の申立は行われておらず、かかる申立の原因は存在しないこと。
(5)	反社会的活動を行う団体若しくはこれらと関連のある団体その他の反社会的勢力に所属している者でなく、また、それらに所属していた経歴を有していないこと。売主が法人である場合には、その役員、従業員、顧問、取引先その他売主と関係のある者が、前記の者に該当しないこと。
2	前項に定める表明保証事項が真実に反し、又は不正確であることにより買主が損害を被った場合には、売主は、買主に対し当該損害を賠償するものとする。
3	買主は、本契約締結日及び譲渡日において、売主及び営業者に対して、以下の各号の事項が真実かつ正確であることを表明しかつ保証する。
(1)	本譲渡対象の譲り受けは純投資目的であり、営業者又は本発行者の事業上の秘密を探知、調査又は不当に利用する目的でないこと。
(2)	破産手続開始、民事再生手続開始その他買主に対し適用ある倒産手続開始の申立は行われておらず、かかる申立の原因は存在しないこと。
(3)	反社会的活動を行う団体若しくはこれらと関連のある団体その他の反社会的勢力に所属している者でなく、また、それらに所属していた経歴を有していないこと。買主が法人である場合には、その役員、従業員、顧問、取引先その他売主と関係のある者が、前記の者に該当しないこと。
(4)	以下の各号のいずれにも該当しないこと。
(ⅰ)	暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標榜ゴロ又は特殊知能暴力集団等、これらに準ずる者（以下総称して「暴力団員等」という。）
(ⅱ)	暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有する者
(ⅲ)	暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有する者
(ⅳ)	自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有する者
(ⅴ)暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有する者
(ⅵ)役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する者
4	前項に定める表明保証事項が真実に反し、又は不正確であることにより売主又は営業者が損害を被った場合には、買主は、売主又は営業者に対し当該損害を賠償するものとする。

第4条	（費用負担）

　本契約に別段の定めがある場合又は別途第三者が負担する場合を除き、本契約の作成及び締結に係る一切の手数料及び費用（印紙税等の公租公課を含むが、これらに限られない。但し、弁護士費用を除く。）は、売主と買主で折半するものとする。

第5条	（本契約上の地位の譲渡）

1	売主は、本契約に基づく権利義務の全部又は一部及び本譲渡対象を買主の書面による事前の承諾なしに譲渡、移転又は質入その他担保の用に供してはならない。
2	買主は、本契約に基づく権利義務の全部又は一部を売主の書面による事前の承諾なしに譲渡、移転又は質入れその他担保の用に供してはならない。

第6条	（損益の帰属）

1	本譲渡対象に関する収益及び費用は譲渡日をもって区分し、同日前までに発生したものは売主に帰属し、同日以降に発生したものは買主に帰属する。但し、本譲渡対象に関する本約款第9条第1項に定義される収益及び費用の帰属は同項に従うものとする。
2	売主及び買主は、前項の帰属の取扱いを認識した上で、本譲渡対価を合意したことを相互に確認する。

第7条	（秘密保持）

1	本契約の当事者は、本契約締結の事実、本契約の内容、本契約の履行及び交渉の経緯、本契約に関連して他の当事者から開示された情報について、他の当事者の書面による同意がない限り、第三者に開示又は漏洩してはならないものとし、また、かかる情報を本契約に定められる目的以外のために使用してはならないものとする。但し、以下の各号に定める情報を除く。
(1)	当該情報受領時において既に公知の情報
(2)	当該情報の開示を受けた時点において、情報受領者が既に正当に保有していた情報
(3)	当該情報の開示を受けた後、自らの責によらず公知となった情報
(4)	正当な権限を有する第三者から開示された情報
2	前項にかかわらず、売主、買主又は営業者は、適用法令、行政官庁、金融商品取引所、自主規制機関その他法令に基づく権限のある当局の要請ある場合、弁護士、公認会計士その他の法律上の守秘義務を負う外部専門家に開示する場合、又は私募取扱業者、運用会社、若しくは事務管理受託者に対して開示する場合、当該情報を開示することができる。
3	前項に基づき秘密情報を第三者に開示する場合、売主、買主又は営業者は、当該第三者が法令に基づく権限のある当局又は法律上の守秘義務を負う外部専門家である場合を除き、当該第三者に対し、本条の義務と同等の義務を遵守させ、当該第三者による秘密情報の取扱いに関して他の当事者に対し一切の責任を負うものとする。
4	本条所定の秘密保持義務は、譲渡日から[3年]後の応当日まで有効に存続するものとする。

第8条	（準拠法及び裁判管轄）

1	本契約は、日本法に準拠して解釈されるものとする。
2	当事者は、本契約に関連するあらゆる法的申立又は手続につき、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに同意する。

第9条	（修正・変更）

　本契約の条項は、買主、売主及び営業者の書面による合意によってのみ修正又は変更される。

第10条	（協議事項）

　買主、売主及び営業者は、本契約に定めのない事項及び本契約の条項の解釈に疑義を生じた場合については、誠意をもって協議の上、これを解決するものとする。



　以上の証として、本契約締結日付で本契約書原本1通を作成し、各当事者がこれに記名押印の上、買主が原本を、売主及び営業者がその写しをそれぞれ保有する。/以上の証として、本契約締結日付で本契約の電磁的記録を作成し、各当事者が電子署名の上、その電磁的記録をそれぞれ保管する。


（買主）
[住所]
[氏名]



（売主）
[住所]
[氏名]



（営業者）
[住所]
[名称]
[代表者]



別添
（添付のとおり）
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